
令和２年度４月補正予算案

主 要 事 項 説 明 資 料

商 工 労 働 観 光 部



1 休業要請対象事業者支援費 産業労働総務課

2 中小企業緊急経営支援コールセンター設置費 中小企業総合支援課

3 新型コロナウイルス緊急金融支援費 中小企業総合支援課

4 新型コロナウイルス感染症経済対策費

文化芸術課
産業労働総務課

中小企業総合支援課
ものづくり振興課

観光室
流通・ブランド戦略課

農産課

5 新型コロナウイルス感染症対策技術結集事業費 ものづくり振興課

6 中小企業「助け合いの輪」拡大事業費 ものづくり振興課

7 伝統産業しごと創造緊急支援事業費 染織・工芸課

8 非対面・遠隔販路開拓事業費 経済交流課

9 ビッグデータ活用型災害等緊急対策事業費 文化学術研究都市推進課

10 京都ジョブパーク新型コロナウイルス対策事業費 人材確保推進室

11 地域雇用継続緊急支援事業費 人材確保・労働政策課

12 企業従業員等在宅研修支援事業費 人材開発推進課
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13 e-ラーニング研修環境整備事業費 人材開発推進課

14 観光事業者伴走型緊急支援事業費 観光室



令和２年度 ４月補正予算案主要事項説明

商工労働観光部

事 業 名 休業要請対象事業者支援費
新規・

新 規
継続の別

国 庫 起 債 その他 一般財源

予 算 額 ３，８００，０００千円

3,800,000 － － －

１ 趣 旨

京都府緊急事態措置に基づく休業要請等に協力いただいた中小企業、個人事

業主に対して、支援給付金を支給。

２ 事業内容

京都府休業要請対象事業者支援給付金

事 業 内 容
給付金対象者

京都府緊急事態措置に基づく休業要請等に協力いただいた

目 的 中小企業・個人事業主

対 象

方 法 等 緊急事態措置発令前（令和２年２月１日以降）または発令

給付要件 後、速やかに休業等の対応を開始し、令和２年５月６日ま

で継続して協力いただいた事業者

給付金額
中小企業 ２０万円

個人事業主 １０万円

受付開始時期 ５月連休明けより受付開始

その他
給付金の迅速な支給を行うため、新たに「支援給付金セン

ター」（仮称）を設置（約40人体制）

担当課・担当名 産業労働総務課 総務係 課･担当電話番号 075-414-4818

商工労働観光－１



令和２年度 ４月補正予算案主要事項説明

商工労働観光部

事 業 名 中小企業緊急経営支援コールセンター設置費
新規・

新 規
継続の別

国 庫 起 債 その他 一般財源

予 算 額 １００，０００千円

100,000 － － －

１ 趣 旨

新型コロナウイルス感染症の影響を受けている中小企業・小規模事業者等の

相談に対応するため、相談窓口をネットワーク化し、各種支援施策の相談や申

請手続きをワンストップで案内するコールセンターを設置。

事 業 内 容 ２ 事業内容

目 的 関連団体と連携して、中小企業診断士、金融機関ＯＢ等の専門家を常時複数

対 象 名配置したコールセンターを設置し、非対面（電話・メール・ＦＡＸ）で事業

方 法 等 者から経営相談を受け、事業者の経営状況を踏まえて、国及び金融機関、中小

企業応援隊、ハローワーク等における支援策にワンストップで繋げる。

担当課・担当名 中小企業総合支援課 金融・経営支援係 課･担当電話番号 075-366-4357

商工労働観光－２



令和２年度 ４月補正予算案主要事項説明

商工労働観光部

事 業 名 新型コロナウイルス緊急金融支援費
新規・

新 規
継続の別

国 庫 起 債 その他 一般財源

予 算 額 １０７，２００，０００千円

7,200,000 － 100,000,000 －

１ 趣 旨

制度融資の仕組みを活用した当初３年間無利子・無担保・保証料ゼロの融資

制度を民間金融機関が実施するため、金融機関に対する預託や利子補給を実施

２ 事業内容＜府・京都市協調＞

【京都府新型コロナウイルス感染症対応緊急資金】

内 容 新型コロナウイルス感染症により売上高等が減少した
内 容

中小・小規模企業者等に対し、制度融資を活用して保
目 的

証料ゼロや実質無利子化等を実施し、資金繰りを支援
対 象

方 法 等
融資限度額 ３千万円（無担保）

融資利率 年０．９％（固定金利）

（一定の要件を満たす場合、当初３年間無利子）

融資期間 １０年以内（必要に応じ、５年以内の据置可）

担当課・担当名 中小企業総合支援課 金融・経営支援係 課･担当電話番号 075-366-4357

商工労働観光－３



令和２年度 ４月補正予算案主要事項説明
文化スポーツ部

商工労働観光部

農 林 水 産 部

事 業 名 新型コロナウイルス感染症経済対策費
新規・

新規
継続の別

国 庫 起 債 その他 一般財源

予 算 額 ３，０００，０００千円

1,100,000 － － 1,900,000

１ 趣 旨

厳しい経済情勢においても新型コロナウイルス感染症に対応した事業を開始しよ

うとする幅広い業種の事業者等を迅速かつ包括的に支援する補助金を創設し、府内

企業の実情に応じたきめ細やかな支援を実施

２ 事業内容

（１）新型コロナウイルス対策企業等緊急応援補助金 2,900,000千円

府内企業等の実情に応じたきめ細やかな支援を速やかに実施

事 業 内 容

目 的

対 象

方 法 等

（２）中小企業新型コロナウイルス対策緊急支援本部等活動強化費 100,000千円

中小企業応援隊や「中小企業新型コロナウイルス対策緊急支援本部」の活動費を

増額 ○Ｂ

文 化 芸 術 課 地域文化振興係○Ａ 075-414-4279

産 業労働総務課 経 理 係○Ｂ 075-414-4817

中小企業総合支援課 金融・経営支援係○Ｃ 075-366-4357

担当課・担当名
ものづくり振興課 地域産業戦略係○Ｄ

課･担当電話番号
075-414-5106

観 光 室 観 光 企 画 係○Ｅ 075-414-4854

流通・ブランド戦略課 アグリビジネス戦略係○Ｆ 075-414-4964

ブランド推進係○Ｇ 075-414-4941

農 産 課 京野菜振興係○Ｈ 075-414-4953

共通－４

補助対象事業 補助率・補助上限額

新型コロナウイルス感染症の影響を受けた中小企業
等が行う新型コロナウイルス感染症対策や売上回復・
事業継続などに繋がる取組

小規模事業者
　補助率２／３　（上限200千円）
中小企業
　補助率１／２　（上限300千円）

宅配事業にチャレンジする飲食店が合同で包装容器
購入、配送を行うなど、企業同士が連携し助け合う取
組

中小企業２社以上のグループ、組合
　補助率：２／３
　上限：（200千円×構成企業数）＋グループ共通費
　　　　　（100千円～1,000千円）

観光需要の回復に向けて、「食の京都」の展開や国が
実施予定のＧｏＴｏキャンペーンへの参加につながる
取組

新型コロナウイルス感染症の影響を受けた府内文化
芸術団体が行う文化芸術活動の継続・再開に向けた
取組

農林水産事業者等が行う事業継続・売上回復につな
がる取組

　補助率２／３（上限200千円）

Ｄ

Ｅ

Ａ

Ｃ

ＨＧＦ



令和２年度 ４月補正予算案主要事項説明

商工労働観光部

事 業 名 新型コロナウイルス感染症対策技術結集事業費
新規・

新 規
継続の別

国 庫 起 債 その他 一般財源

予 算 額 ２００，０００千円

200,000 － － －

１ 趣 旨

微細加工やＡＩ・ＩｏＴ、ｉＰＳ細胞の培養をはじめとした京都の高度な技術力

を結集し、新型コロナウイルス感染症対策のための製品・サービスの開発、量産化

等の取組に対して支援を行うことで、その治療、感染拡大防止等の喫緊の課題の解

決につなげる。

２ 事業内容

事 業 内 容

目 的 対象者 府内中小企業者及びグループ

対 象

方 法 等

新型コロナウイルス感染症の治療薬・ワクチン等の開発に必要

対象事業 な研究資材や装置部品、検査その他感染拡大防止等に必要な機器

・システム等の開発、製品化等に必要な取組

補助率 ２／３

補助上限 ２０，０００千円

担当課・担当名 ものづくり振興課 特区・イノベーション推進係 課 ･担当電話番号 075-414-4849

商工労働観光－５



令和２年度 ４月補正予算案主要事項説明

商工労働観光部

事 業 名 中小企業「助け合いの輪」拡大事業費
新規・

新 規
継続の別

国 庫 起 債 その他 一般財源

予 算 額 ７，０００千円

7,000 － － －

１ 趣 旨

新型コロナウイルス感染症の拡大により、対面での営業活動や出展会参加による

販路開拓に取り組めないことから、受注・売上の大幅な減少に見舞われている府内

中小企業を支援するため、インターネットを活用したマッチングサイトの構築、遠

隔・非対面・非接触による「バーチャル商談会」の開催等を行う。

２ 事業内容

事 業 内 容 （１）マッチングサイトの構築

目 的 中小企業が自社の製品・サービスに関する情報を掲載できる掲示板サイトを

対 象 構築

方 法 等

（２）遠隔・非対面・非接触バーチャル商談会の開催

マッチングサイトに登録している情報を業種別等で分類し、定期的に遠隔・

非対面・非接触による「バーチャル商談会（バーチャル会場、チャット機能付

き）」を開催

（３）登録企業間での新たなサービスづくり支援

登録されているメーカー、配送業者、店舗等からグループを形成し、合同配

送、商品合同開発など、新たな仕事づくりを支援

担当課・担当名 ものづくり振興課 中小企業育成係 課･担当 電話番号 075-414-5103

商工労働観光－６



令和２年度 ４月補正予算案主要事項説明

商工労働観光部

事 業 名 伝統産業しごと創造緊急支援事業費
新規・

新 規
継続の別

国 庫 起 債 その他 一般財源

予 算 額 １００，０００千円

100,000 － － －

１ 趣 旨

伝統産業の振興と京都らしいしつらえによる観光誘客を一体的に推進するた

め、観光関係団体等による伝統工芸品の購入を通じた伝統産業の仕事づくりを

支援

２ 事業内容

補助対象者 ホテル、飲食店、旅行代理店、商店街組合等

対象事業 「京もの指定工芸品」(※)の購入

(※)京都を代表するブランドである伝統工芸品について、

条例に基づき知事が「京もの指定工芸品」として指定

事 業 内 容

目 的 ホテル等が、伝統工芸品産地組合や「京もの指定工芸品」

対 象 製造事業者等から「京もの指定工芸品」を購入する経費に

方 法 等 対して支援する。

補助率 ９／１０以内

補助上限額 １，０００千円

担当課・担当名
染 織 ・ 工 芸 課 染 織 係

課･担当 電話番号
075-414-4856

工 芸 係 075-414-4856

商工労働観光－７



令和２年度 ４月補正予算案主要事項説明

商工労働観光部

事 業 名 非対面・遠隔販路開拓事業費
新規・

新 規
継続の別

国 庫 起 債 その他 一般財源

予 算 額 １２，０００千円

12,000 － － －

１ 趣 旨

新型コロナウイルスの影響による外出自粛・渡航制限により、海外を含む新規

顧客開拓等の営業活動が難しい状況の中、非対面・遠隔販売である越境EC事業の

対象国・地域を拡大することにより、府内事業者の新販路開拓を支援する。

２ 事業概要

事 業 内 容 ○経済産業省がJETROを通じて海外ECサイトに設置するJAPAN MALL等、海外大手

目 的 ECモール内に販売サイトを設置

対 象 対象地域：北米、EU、ASEAN 等

方 法 等 販売商品：府内産食品、伝統工芸品 等

そ の 他：出品者勉強会の開催（市場セミナー、貿易実務講座）

京都物産プロモーション動画の制作（英語） 等

担当課・担当名 経済交流課 海外ビジネス支援係 課･担当電話番号 075-414-4840

商工労働観光－８



令和２年度 ４月補正予算案主要事項説明

商工労働観光部

事 業 名 ビッグデータ活用型災害等緊急対策事業費
新規・

新 規
継続の別

国 庫 起 債 その他 一般財源

予 算 額 １０，０００千円

10,000 － － －

１ 趣 旨

府内における新型コロナウイルスの感染拡大を防止するため、スマートフォン

等から収集された人流データ等を活用し、災害時における人流把握･分析等に取り

組む。

２ 事業内容

事 業 内 容

目 的 （１）新型コロナウイルスの拡大防止対策を効果的に行うために、人流データ等

対 象 の収集と分析を実施。

方 法 等

（２）人流データの分析に基づいた行動制限や行動履歴といった感染症の拡大防止

に向けた対策の基礎データとして活用、人出の減少が乏しい地域・市町村等に

対し効率的に一層の注意喚起等を実施。

担当課・担当名 文化学術研究都市推進課 計画推進係 課･担当電話番号 075－414－5194

商工労働観光－９



令和２年度 ４月補正予算案主要事項説明

商工労働観光部

京都ジョブパーク新型コロナウイルス 新規・
事 業 名

対策事業費 継続の別
新 規

国 庫 起 債 その他 一般財源
予 算 額 ３０，０００千円

30,000 － － －

１ 趣旨

新型コロナウイルスの感染拡大の影響が広がる中、接触を避けるため、

新たに対面によらないＷＥＢを活用した相談対応やマッチング支援の体制

を整備し、利用者のサービスを向上させることで、自宅待機中の求職者等

事業内容 の継続的な就労支援を実施する。

目 的

対 象 ２ 事業内容

方法等

（１）ＷＥＢを活用した相談体制・マッチング機会等の整備

・ＷＥＢによるカウンセリングの実施

・在宅中の学生や求職者向けに、ＷＥＢによる企業説明会やＪＰカレッ

ジのｅ－ラーニング及びセミナーの生配信を実施

・オンラインマッチングシステムの整備

（２）新型コロナ特別就労相談窓口に専門相談員を配置

・離職を余儀なくされた方や、内定取消を受けた既卒者、来春卒業予定者等

に対する就労相談の実施

担当課・担当名
人材確保推進室 人 材 確 保 推 進 係

課・担当電話番号
075-692-3232

ダイバーシティ雇用推進係 075-682-8918

商工労働観光－１０



令和２年度 ４月補正予算案主要事項説明
商工労働観光部

事 業 名 地域雇用継続緊急支援事業費
新規・

一部新規
継続の別

国 庫 起 債 その他 一般財源

予 算 額 ４０，０００千円

40,000 － － －

１ 趣 旨

新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受ける府内中小企業等の雇用維持を図る

ため、「中小企業雇用継続緊急支援センター（仮称）」を設置し、雇用調整助成金を

申請しようとする事業者の支援を行うとともに、企業・労働者からの各種労働相談

に対応するため、京都府労働相談所の体制拡充を図る。

２ 事業内容

（１）中小企業における雇用継続の緊急支援

事 業 内 容 ・京都テルサ内に「中小企業雇用継続緊急支援センター（仮称）」を京都労働局

目 的 と共同で設置し、雇用調整助成金に係る相談・申請受付体制を強化

対 象 ・府内中小企業等に対してアウトリーチ型での個別相談など、きめ細やかな支援

方 法 等 を実施

（２）中小企業従業員等からの労働相談受付体制強化

急増する労働相談に対応するため、相談員及び事務員を各１名増員するとと

もに、これまでの電話及び来所対応に加え、ＷＥＢ相談ができる設備を整え、

非常時に来所相談ができなくなった場合等にも、対面に替わる相談体制を確保

担当課・担当名
人材確保・労働政策課 人材確保企画係

課・担当電話番
075-414-5085

労 働 企 画 係 075-414-5088

商工労働観光－１１



令和２年度 ４月補正予算案主要事項説明

商工労働観光部

事 業 名 企業従業員等在宅研修支援事業費
新規・

新 規
継続の別

国 庫 起 債 その他 一般財源

予 算 額 ３６，０００千円

36,000 － － －

１ 趣 旨

新型コロナウイルス感染症の影響で自宅待機を余儀なくされた従業員向けの人材

育成研修（ｅ－ラーニング）メニューを開発・提供し、従業員のスキルアップを支

援するとともに、国の雇用調整助成金制度の加算措置にも対応することで企業の雇

用維持を支援する。

事 業 内 容

目 的 ２ 内 容

対 象

方 法 等 コミュニケーション力、接遇・マナー等の就業基礎力やパソコンスキルなどの専

門性のある研修、働き方改革、ハラスメント防止のための研修など、多くの人に共

通する内容の研修動画をＷＥＢ上で提供し、企業の社内研修プログラムへの活用を

促進

（１）研修動画の作成

〇就業基礎力（技術・資格系コースを含む）コース

※コース例：「モチベーションアップ」、「情報セキュリティと情報発信」、

「パソコン（文書・表計算・デジタル画像編集等）」、「資格取

得」等

〇働き方改革、ハラスメント、ダイバーシティ等コース

※コース例：「働き方改革関連法」、「パワハラとセクハラ」、「男女共同参画」

等

（２）研修動画の配信

〇京都ジョブパークのホームページ等からの作成動画の配信

人 材 確 保 推 進 室 ﾀﾞｲﾊﾞｰｼﾃｨ雇用推進係 075-682-8918

担当課・担当名 人材確保・労働政策課 労 働 企 画 係 課･担当電話番号 075-414-5088

人 材 開 発 推 進 課 職 業 訓 練 推 進 係 075-414-5101
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令和２年度 ４月補正予算案主要事項説明

商工労働観光部

事 業 名 ｅ－ラーニング研修環境整備事業費
新規・

新 規
継続の別

国 庫 起 債 その他 一般財源

予 算 額 ２５，０００千円

25,000 － － －

１ 趣 旨

自宅等での職業訓練受講を可能とするオンライン型（ｅ－ラーニング等）の新た

な訓練実施手法を確立し、オンライン型に特化したコンテンツを開発することで、

３密状態での訓練実施環境を回避するとともに、幅広い能力開発機会を確保する。

事 業 内 容 ２ 事業内容

目 的

対 象 （１）オンライン型訓練コースの開発

方 法 等 ｅ－ラーニング等のオンライン型に対応した新規性のある訓練コースを企画・

開発する

・導入から初級、中級、実践等、段階的訓練要素により構築

・委託訓練を想定し、訓練期間は２～４箇月程度を想定

※コース例：プログラミング、画像編集、ＷＥＢデザイン等

・受講確認や質問応答等、双方向性の機能を具備

（２）オンライン型訓練コースの提供

開発した訓練コースについては、京都ジョブパーク利用者が一部フリーで視聴

することが可能な仕組みとすることで、ジョブパーク登録者数の増加や訓練等へ

の誘導強化を図る

担当課・担当名
人材確保推進室 ﾀﾞｲﾊﾞｰｼﾃｨ雇用推進係

課・担当電話番号
075-682-8918

人材開発推進課 職 業 訓 練 推 進 係 075-414-5101

商工労働観光－１３



令和２年度 ４月補正予算案主要事項説明

商工労働観光部

事 業 名 観光事業者伴走型緊急支援事業費
新規・

新 規
継続の別

国 庫 起 債 その他 一般財源

予 算 額 １５６，０００千円

156,000 － － －

１ 趣 旨

新型コロナウイルス感染症の影響により厳しい経営環境にある観光関連事業者を

伴走型でサポートするとともに、感染防止機材等の導入や、販路拡大の取組を行う

観光関連事業者を支援する。

２ 事業内容

（１）観光事業者支援サポーター設置事業 48,000千円

事 業 内 容 観光関連事業者を支援するサポーターを設置し、訪問等により経営状況に応じた

目 的 各種支援制度や申請窓口を紹介

対 象 ・雇用など支援制度や補助金の制度紹介

方 法 等 ・経営相談窓口の紹介

・ＧｏＴｏ食の京都支援事業の活用支援

（２）宿泊施設等観光関連施設緊急支援事業 8,000千円

宿泊施設等を活用したテレワークや、宿泊施設等の新型コロナウイルス感染予防

対策に対して、費用の一部を助成

（３）ＧｏＴｏ食の京都支援事業 100,000千円（再掲）

観光需要の回復に向けて、「食の京都」の展開や国が実施予定のＧｏＴｏキャン

ペーンへの参加につながる取組等に必要な経費の一部を助成

※ ＧｏＴｏキャンペーン事業

新型コロナウイルス感染症流行終息後、期間限定で国が実施する消費喚起

キャンペーン。

オンライン予約サイト経由で飲食店を予約・来店した消費者等に対し、飲

食店等で使えるポイント等が付与される。

観光室 観光企画係 075-414-4854

担当課・担当名
観光基盤推進係

課･担当電話番号
075-414-4854

地域観光振興係 075-414-4851

広域観光推進係 075-414-4878

商工労働観光－１４
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